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本稿は公共的な課題解決を目指す参加型ガパナンスやその実践手法の情報データベースとして、

理論研究や実践をサポートする可能性を秘めたオンラインプラットフォームの展開を解説する。

こうしたオンライン上のプラットフォームは、近年の急速なインターネットやデジタル技術の発

展を背景としながら、熟議や協働を通じた市民参加へのニーズの高まりに応答しつつ、誰もがア

クセス可能な参加型手法及び実践事例のデータベース構築を目指そうとしている。事例として、

わが国で展開されている「でこなぴJ、と海外の事例として fParticipediaJの概要を紹介している。

1 .はじめに

21世紀に突入し、インターネットとデジタル技術の劇的な進化と驚異的な速度での普及

によって、歴史上類をみないほどにリアルタイムで世界をつなぐ情報ネットワークが登場

してきた。それらは今日、国境を越えて新しいグローバルな社会・生活基盤を形成しつつ

ある。近年では、スマートフォンやタブレットなどのモバイル端末の急速な普及とインター

ネット環境の改善によって、新たな地域課題の発見や解決に向けたオンラインプラットフォー

ムが登場しつつある。こうしたプラットフォームは個人レベルでの社会・政治参加を後押

しし、個人が容易に世界中の情報やコンテンツにアクセスするだけではなく、自らが発信

主体としてそれらを発信することも容易になっている。

そうした中、世界各地での新しい参加型手法及び参加型ガバナンス形態の急速な発展に

対応し、その情報収集と共有を図ることを目的としたオープンソース型のオンラインプラッ

トフォームが海外、そしてわが国においても形成されつつある。こうしたプラットフォー

ムは近年、地域課題の発見やその解決を推進する参加型ガバナンスを後押ししている。参

加型ガバナンスの実践は、市民議会(カナダ・プリティッシュコロンピア州)、参加型予

算制度(ブラジル・ポルトアレグレ)、テクノロジーアセスメント(デンマーク)など、

その試みは多様である (Fung& Wright 2003)。
本稿では、対象事例そのものが発展途上段階であるが、参加型手法のオンラインプラッ

トフォームは、参加・熟議型の政策形成やガバナンスの実践手法に関するオープンソース、

定性的・定量的なデータのリポジトリーとして研究者や実践者にとって有益なツールとし

て機能することが期待されている。本稿で、筆者は近年世界各地で広がりを見せている参

加型政策形成手法の実践や成果のデータベースとして機能するオンラインプラットフォー

ムに関して、国内外の事例を検討する。
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2．背景

過去数十年にわたって、政党、議会、行政機関など、様々な政治的な仕組みが社会の急

速な変化に対して機能不全に陥っている。社会の安定は政治制度が正しく機能しているか

否かに依拠するが、こうした制度は広く社会からの要請に応答する形で、実行可能な公共

的選択と事業を結びつけ、社会的な紛争を管理し、正当性ある意思決定を行う必要がある。

しかしながら、現代では環境、医療・福祉、経済、教育など様々な分野で、調整を担って

きた既存の制度の対応可能なキャパシティを超えた社会的、政治的、経済的、技術的なニー

ズが高まり続けている。また現代社会の政治経済システムが非常に複雑な構造をしている

ため、より良い決定を行うためには、より質の高い情報、そして問題に適切に対応するた

めに、様々なアクター間での連携や協働が求められるようになっている。

同時に、政治力・経済力を持った人々、専門家集団のような知識や能力を有する人々の

間で決定を行う権限や能力が分散している状況にある。政府が自らの管轄領域に対して公

式の権限を保持していたとしても、政府の政策決定及びその実施は、実際には国または地

方行政機関の一部門によって担われている。加えて、従来の政府構造がグローバル化の進

展により引き起こされる経済問題、環境問題といった様々な領域横断的な問題の解決に対

してミスマッチの状況が存在している。

こうした社会の高度化・複雑化に備えて、従来の政府構造を転換していく必要性がある

ことは以前より語られており、選挙による正当性の獲得がかつてのように賛同を得られて

いないのはたしかである。議会の代表者を選び、そして最終的な統治につながる選挙政治

に対する信頼は低下し、仮に代表者たちが公正な競争による選挙に当選したとしても統治

の正当性の欠如に直面している(Warren2009)。

多くの国や地域で伝統的な政治制度がその信頼を失い、人々の支持を受けた形での正当

性の担保が困難に直面しているが、選挙という標準的な民主主義制度は置換されることは

ない。それにも関わらず、選挙システムは有志以来多くの国々に広がる制度となってきた。

新たな政治的要求の波が発生するまでは、こうした選挙システムは民意を反映するための

標準的な手法であったが、近年では、選挙に基づく代表民主制に置き換わるほどではない

ものの、これを補完し、より深化させる実験的プロセスを伴って民意の反映を試みる動き

がある。

この実験的プロセスには、数多くの新たな手法が存在しているが、それらは一定の共通

する特徴を有しており、政府決定に対する抵抗や反対運動とは異なり、「市民参加(citizen

participation)」という言葉を想起させる傾向がある(Warren2009)。これらはその制度

設計において、参加者の無作為抽出、ファシリテーション、熟議、その他新しいコミュニ

ケーション技術といった要素を含むものが多いが、こうした参加型手法のもう一つの特性

は、関心ある人々や参加者が持っている知識を尊重することである。時として、このよう

な参加型のプロセスは通常の政治的プロセスの中ではほとんど声が反映されることのない

人々の意見に耳を傾ける機会の提供を試みている。

こうした新しい参加型手法を通じた参加型ガバナンスのプロセスは、北米、欧州、日本、

オーストラリア、ニュージーランドといった国や地域で成熟しつつあるが、これらの地域

に限定されるものではない。近年では、ブラジル、インド、東欧、一部のアフリカ諸国や

アジア諸国においても数多くの参加型手法が確認できる。中国、シンガポール、ベトナム、
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マレーシアといった比較的集権的な国々においても実験的な試みが存在している。

今日、比較的権威主義・中央主権的体制の強いとされる中国、東南アジア地域、そして

選挙制度による民主政治が成熟している欧州や北米はじめ、様々な国と地域のあらゆる政

府形態において、数多くの参加型手法の実践が蓄積されている(Fung&Warren2011)。

無論、こうした参加型手法はそれぞれに強みと弱みがある。参加者の代表性の多寡、アジェ

ンダや議論が熟議的なものであるか、プロセスがオープンであるか否かといった点で程度

の差も存在している。また、こうした参加型手法は反対派の取り込み(co-opting)から、

将来の問題に対して十分な‘情報提供を行った上で市民を巻き込み、政策形成に反映させる

など、様々な成果をもたらす可能性がある。

FungandWarren(2011)は、参加型手法は情報を共有し、成果を生み出し、決定の

正当性を高めると同時に、参加を通じた人々の課題に対する理解や学習を促進する可能性

があると指摘している。一方で、こうした参加型手法の構築・実施には時間とお金がかか

り、参加の規模も限定されるため、参加者の間に疎外感や不満を生み出す可能‘性や、非専

門家である市民の参加によって、専門家や行政職員による政策形成よりも合理的ではない

結果が生まれてくる可能性がある（ムフ2006)。こちらも重要な論点であるが、それらを

詳細に論じるのは本稿の主たる目的ではないため、ここでは上記の論点に関しては多くの

論争があるという認識にとどめておきたい。

3．技術的要因

国内外で実践されている参加型手法は、そのバラエティ、数、規模からして、様々なも

のが存在している。様々なアクターがかかわる参加型手法の実践を第一段階と考えるので

あれば、本稿で取り上げる参加型手法のオンラインプラットフオームは第二の展開にあた

る。それは新しい情報コミュニケーション技術が可能にした基盤の上に展開されている。

ここ20年ほどの間で、インターネットをはじめとする'情報通信技術は、製品、サービス、

そして知識生産を行うための協働作業の形態を劇的に変化させている。技術的には、こう

した協働型の‘情報生産は、フィンランド人のソフトウェアエンジニアであるLinus

Torvardsによって開発されたコンピュータのオペレーションシステムであるLINUXによっ

て具体化されてきた。LINUXは以下の3つの点で、それまでのソフトウェア開発とは一

線を画している。

第一に、LINUXのプログラムソースコードを書き込む作業は、企業に雇用されている

専門的なソフトウェア技術者だけではなく、その多くがボランティアのプログラマーによっ

て提供されてきたという点がある。第二に、データの重複を減らすことで効率‘性を追求す

るのではなく、LINUXにおけるプログラムにおいては、（最も効率的かつバグの少ない）

プログラムを作成できる人を把握するという作業を行ってきたこと。第三に、プログラム

が完壁でバグがない状態であるかを確認する上で、オープンソースであるLINUXは内部

の開発者ではなく、外部の多数のボランティア集団からチェックを受けてきたということ

である（レイモンド2010)。

LINUXは著作権制限の緩和、あるいは存在しないことにより広く一般大衆に利用可能

なものとするOpenSourceSoftware(OSS)の代表格であり、インターネットを介して

ソースコードが公開され、それを見た全世界のユーザーが自発的に改良作業に参加し、そ
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の改良されたソースコードを公開するという仕組みを繰り返すことで、その完成度が高め

られていったのである。こうした点は、後述する事例のようにユーザーが事例や参加型手

法に関する情報提供や記事編集を行うという点で共通している。もちろん、ここで例に挙

げたLINUXは、今日膨大な数が存在しているオープンソースの一つに過ぎない。

オープンソースそれ自体が多数のアクターによる協働の成果の一つであると考えれば、

多様なアクターが一定の集合知の形成に対して、人々が自発的に自分たちの情報・知識提

供に貢献することを可能にするアプローチは、とくにオンライン上では多くの場で花開い

ている。例えば、こうしたプロジェクトの中で、世界最大規模のものがオンライン百科辞

典であるWikipediaであろう。このオンライン上での協働により作成された百科事典は、

2012年2月27日時点で、全言語版合計の記事数が1,780万件を超えている（日本語版は73

万件以上存在する)。

前述したように、インターネットを取り巻く世界においては技術革新が急速に進み、世

界規模のネットワークとして機能しているのは、オープンソースの展開に見られるように、

主体的に関心を持った人々が自由に参加し、使いながら改良していくという側面を持って

いる。こうしたオンライン技術はクラウドソーシング（不特定多数の“群集(crowdI

クラウド）にアウトソーシングすること）され、様々な公共的な課題に対応するために活

用されるようになっていくのである。

例えば、ケニアで展開されている「ウシャヒディ(UshahidQJ"は、公共的な課題解決

のためにオンラインプラットフォームを活用した好事例の一つである。スワヒリ語で「証

言」「目撃者」という意味を持つウシャヒディは、女性弁護士でブロガーのOryOkolloh

氏の呼びかけから生まれた非営利のソフトウエア開発プログラムである。これは2007年末

のケニア大統領選挙後に起きた不正疑惑（ケニア危機）に対し国内で暴動が多発し、報道

規制が敷かれる中、Okolloh氏が現地での暴力事件の状況をブログに掲載し、どの地域で

どのような暴力事件が発生したか、被害状況等に関してブログ上で更新を続けていたのを

きっかけにしている。

すぐに一人での‘情報更新が追いつかなくなり、‘情報管理が困難になった際にOkolloh氏

がブログに助けを求めたところ、二人のエンジニアが支援に立ち上がり、72時間以内で'情

報をメールやテキストメッセージでグーグルマップ上に表示するウェブサイトを開始した

のが始まりとなっている2)。このウェブサイトではEメール、携帯電話で寄せられた現場

情報に位置情報を添えて、一つのサイトに掲載されるというサービスという形をとった。

それにより、緊急時には入手困難な事件勃発箇所、救助に必要な場所等の情報が、数多く

の現場の被害者やボランティアから寄せられることで、時系列、地域ごとに'情報が整理さ

れ、一覧での可視化を可能にしたのである。オンラインプラットフオームとしてのウシャ

ヒデイの成功は過去に前例のないものであり、ケニア国内だけでも約45,000人のユーザー

を獲得した。また、その成果として、同サイトに集約された’情報から、国際的なメディア

がケニアの選挙後の暴動を十分に報道していなかったことも明らかになっていった。

注目されるのは、ウシャヒデイは後にオープンソースとして公開され、世界各地で公共

的な目的で利用されるようになった点である。例えば、選挙活動の監視を行うオンライン

プラットフオームとして、リベリア（2011)、ブラジル(2010)インド(2010)、メキシコ

(2009)、フィリピン(2009)など様々な国々へと広がっていった。
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ウシャヒディの経験と教訓から派生的プロジェクトとして、スワヒリ語で「選挙」を意

味する「ウチャグジ(Uchaguzi)_rなども生まれ、選挙における不正防止に向けて選挙管

理委員会と市民組織とのパートナーシップ強化に一役買っている。さらには、中東ガザ地

区の武力紛争の状況把握、ワシントンDCでの大雪の除雪作業等に至るまで、同様のアプ

ローチが数多くの危機や災害の際に利用されるようになった。

こうしたオープンな技術を用いた協働の場はこれまで一般的ではなかったが、例えば

GoogleFluTrendsは人々 が使用している検索語（例えば「熱」や「体の痛み｣）に基づ

いてインフルエンザの感染率を世界規模で予測するサービスであり、29カ国で実施されて

いる大量の検索を解析している"'oGoogle側はウェブサイトが受けた検索リクエストに基

づいて感染を予測してアルゴリズムを作成している。

また近年では、「シチズン・サイエンス(citizenscience)」の取り組みなども注目を集

めている。これは非専門家である市民やアマチュア研究者によって、科学的なデータの一

部あるいは全部を補完する科学研究を指すとされている。例えば、統計,情報の収集や分析、

自然現象の観察などで活用されている。例えば、「GalaxyZoo(銀河動物園計画)j.)と呼

ばれるウェブサイトは、宇宙・銀河のイメージ分類を目的としたオンライン天文学プロジェ

クトであり、25万人以上の参加者によって5,000万件以上のカテゴリーが作成されている。

同様に、鳥類学も同じようにシチズン．サイエンスのプロジェクトにより恩恵を受けてお

り＄北米の鳥類個体群の生息状態を観測するオーデュボン協会の「ChristmasBirdCount!"

は、当初、27名の科学者からスタートしたが、現在では鳥類の生息数と移動に関して、よ

り正確な情報を把握するために、アマチュアのバードウォッチャーを含め年間6万人が参

加するプロジェクトにまで発展した。

上記の事例は、新しい情報技術によって、対象に対して把握できる知識の範囲が幅広く、

知識・情報提供の貢献に対する技術的な障壁が相対的に低い分野において、広範囲かつ大

規模にわたって協働での情報構築を可能にしている。ここに挙げた事例だけではなく、多

くの社会的・政治的事象がこのような技術主導型のオンラインプラットフォームにより補

完される可能性を有している。

4．でこなび

次に、わが国における参加型手法のオンラインポータルサイトである「でこなぴ」を紹

介したい。新しい技術や制度を社会に導入が社会に与える影響を予測することで、問題を

未然に防いだり、より導入の効果を高めることが期待される。影響予測や予測に基づく意

思決定は、市民や専門家を含む様々な立場の人々が参加・協働することで、より多くの意

見や‘情報が獲得され、吟味されたものになる。環境問題、エネルギー問題、食品安全問題

など、科学具術が関連する現代社会の問題に適切に対処し、解決していくためには、専門

家、行政職員、政策決定者や市民など、多様な主体がかかわるコミュニケーションの場が

求められている。

このような考え方に基づき、不特定多数の人がかかわる問題について、一般市民を含む

多くの人々が影響予測や意思決定に参加する市民参加の手法（参加型手法）が実践されつ

つある。そのような中で、参加型手法を実際に使ってみたいという人たちのニーズに対応

する目的で「でこなぴ」は作られている。
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「でこなぴ」は、参加・熟議型対話手法とその実践例を集めた「手法ライブラリ（デー

タベース)」として作られたもので、コンテンツをインターネット上で公開することで、

誰もが利用可能なものとし、2011年に参加型手法と実践事例のデータベース『でこなぴ』」

としてスタートしている。2014年12月現在、22手法と43事例が公開されている。

2015年1月現在、「でこなぴ」は市民参加型手法の実践事例をユーザーが条件指定して

検索できるシステムを採用している（複数項目の同時選択も可能)。検索条件は、①分野

(情報通信、製造技術、ナノ・材料、環境、エネルギー、社会基盤、ライフ、フロンティ

ア、その他)、②開催場所（北海道、東北、北信越、関東、東海、関西、中国・四国、九

州・沖縄、国外)、③開催年(2010年代、2000年代、1990年代、1980年代、1979年以前)、

④イベント期間（数時間、一日、数週間、それ以上)、⑤予算額（1000万円以上、100～

1000万円、100万円以下）という具合に時間や予算面などのコストも考慮に入れた上での

検索が可能となっている。また新しい実践事例を随時増やしていけるように、ユーザーが

ウェブサイト上の送信フォームを利用して実施内容を入力できる（その後、送信されたデー

タを管理者が内容を確認した上で登録する)7)。

よく知られた具体例として、2011年の福島原発事故後のわが国のエネルギー・環境政策

の見直しに伴い、2012年に実施された「討論型世論調査」を参加型手法として用いた「エ

ネルギー・環境の選択肢に関する国民的議論（討論型世論調査)」を検索すると、全体ス

ケジュール、討論フォーラムのスケジュール、目的、参加者とその選定方法、実施体制、

開催費用（資金源)、参考文献、関連リンク（報告書や参考資料など）が表示される8)。

でこなぴ利用の手引き書を解説している山内(2013)は、こうした参加型手法が今後も

継続し、規模も国レベルだけではなく地域レベルに広がっていく可能性を指摘しつつ、一

方で課題として、参加型手法の実践の担い手の支援の重要’性を強調している。冒頭にも指

摘したように、わが国でもこのような参加・熟議を志向する政策形成の実践が蓄積されつ

つあるものの、まだまだ社会実験的に展開されているに過ぎず、参加型手法の実践や運営

に関して熟練した人材はそれほど多くない。加えて、山内はわが国で展開される参加型手

法を参照できる情報へのアクセスが容易ではなく、仮に情報にアクセスできたとしても、

それが必ずしも自分の目的に合致した参照事例や参加型手法であるとは限らないことも指

摘している。そうした背景から、実践者の裾野を広げ、各実践の質を高めるためにも、

｢でこなぴ」が過去に行われた実践例や参加手法を一覧化し、比較しながら閲覧できるデー

タベースを目指している。

5.Participedia

近年、世界各地で実践されている参加型ガバナンスのう実践例や参加型手法をデータベー

ス化する野心的なプロジェクトとしてParticipediaというオンラインプラットフォームが

展開されている。Participediaの目的は、参加・熟議型の政策形成やガバナンスの実践経

験に関するオープンソース、リアルタイム型の定性的・定量的データリポジトリーとして、

研究者及び実務家にとって有益なデータベースとして機能することにある。

Participediaの構想者でマサチューセッツエ科大学の民主主義研究者であるArchon

Fungは、「Participediaは、相対的に質の高い比較情報を作り出すため、クラウドソーシ

ングや構造化された手法を通じて、大きなデータを構築する社会科学における最初の試み
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である」と述べている(Fung&Warren2009)oFungによれば、Participediaは世界各地

で進展しつつある様々 な参加型ガバナンスや民主主義の革新(democraticinnovation)に

関して、各事例の情報を収集するため（クラウドソーシングを通じて）データベースを構

築する戦略をとっている。

当初は、参加型ガバナンスやその実践手法を研究する研究者や学生の知識を統合するた

めの知識管理ツールとして構想されていた。構想当時は、大きく二つの目的を有していた。

第一に、参加型の政治やガバナンスに関する百科事典を提供することである。

これは参加型政策形成の事例に関する論文・資料、参加型ガバナンスの実践手法、実施

主体に関する情報によって構成されるもので、収集されたデータの大半はオープンソース

化されている。加えてインターネット上の百科事典では世界最大規模を誇るWikipediaの

ように、ユーザー自身が情報の追加・編集に貢献できるという特徴を持っている。データ

収集の対象となる論文や資料、研究者、大学院生、実務家、その他参加型手法に関わる事

例やプロセスに関して何らかの知識を提供できる人物であれば、誰でもParticipediaのコ

ンテンツ作成に貢献できるものとなっている。

第二の目的として、どのような参加型手法がより民主主義的な正当性、政府の効率』性や

応答性を高め、市民のシチズンシップを高めることができるかといった問いに対して、有

益な知識を作り出し、深化させることを目的としている。この第二の目的を達成するため

に、Participediaは各事例やプロセスの具体的な特徴、成功例だけではなく失敗例も把握

することによってデータの集約を図っている。それにより、Participediaは多くの研究者

及び実務家にとって、参加型手法のカタログ、あるいは比較分析を行うための新たなツー

ルとして機能することが期待されている。

6．オンラインプラットフォームが対応するニーズとは何か？

オープンソース、クラウドソーシングといった新しい技術に基づく参加型ガバナンスの

知識生産や‘情報共有をすることで、こうしたプラットフォームは参加型政策形成やその実

践にかかわる基盤の提供を目的としている。もちろん我々はこれまでの選挙制度や議会シ

ステムといった制度を知っているが、一方で、こうした既存の決定制度を補完する参加の

仕組みがどのようなものであるかについては十分に認識されていない状況がある。こうし

た新しい状況は公聴会やパブリックコメントといった形態で、主に第二次世界大戦後に登

場してきたものである。とくに1990年代になると、市民参加型の政策形成の試みは、コン

センサス会議、市民陪審制、討論型世論調査、計画細胞、スタディサークル、参加型予算

など、様々なアプローチが世界各地で展開されるようになってきた。最近の研究によれば、

今日、少なくとも100～150程度の名称が付与された、あるいはブランド化された参加型手

法が存在しているといわれている(Involve2010;Civicus2010)。

しかしながら、これらの新しい参加型手法はそれぞれ解決すべき課題の特‘性や導入され

ている国や地域の文脈によって、その特徴や方法論は異なっており、一般的な特徴がとら

えにくい。ある意味では、研究者や実務家が直面する課題は、こうした参加型手法のバリ

エーションの豊富さに起因しているといえる。実際に、今日世界各地で展開されている民

主主義の革新や参加型手法は、一つの研究チームが把握できるキャパシティを超えている

という指摘もある(Fung&Warren2011)。
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本稿で紹介した「でこなぴ」や「Participedia」は、一定程度確立された参加型手法に

関して、現時点で利用できる情報を広くオンライン上で公開することによって、研究者、

実務家、あるいはこれから課題発見や解決に向けて実践したい一般市民をサポートするも

のである。参加型手法に関する豊富なデータベースを構築することで、研究者にとっても

新たな参加型手法が登場した背景や現実社会に対するインパクトに関して、より具体的な

実証的、規範的な観点から検証を行うことを可能にする。

残念ながら、まだ日本の事例はアップされていないが、本稿で紹介したParticipediaは

参加型手法のオンラインプラットフォームとして、比較的研究や実践が盛んな欧米諸国の

みならず、アジアやアフリカなどグローバルなレベルでのデータベースの構築を志向して

いる。実際にParticipediaに掲載されている参加型手法の事例はジオコーディング化（各

種情報に対して関連する地理座標を付加すること）されており、ウェブサイトが各地の参

加型手法をマッピングすることを可能にしている。もちろん、実践事例のマップを見ると

地理的な偏りがあるものの、興味深いことにアフリカやラテンアメリカ諸国においても、

一定数の参加型手法の経験が蓄積されているのがビジュアルで把握できる。市民参加の歴

史が長い米国などでは、市民団体が参加型ガバナンスの実践においても主導的役割を果た

しているが、インドやブラジルといった別の地域では政府や政蛍がリーダーシップを緊撞ンドやブラジルといった別の地域では政府や政党がリーダーシップを発揮

しているケースも確認できる。確
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おわりに7．

本稿では国内外で展開されている参加型手法のオンラインプラットフオームについて紹

介し、その展望や課題を概観した。わが国においても2000年代以降、専門家や研究者だけ

ではなく、NPOや行政の現場においても参加型手法の普及はかなり進んできた。参加型

手法の研究も実践を改善するための研究であったり、あるいは市民参加の持つ可能性を見

て、欧米のコンテキストから、その経験や実践上の課題を教訓として日本に紹介するもの

が増えてきている。また今日では、「ワークショップ」や「パブリックコメント」といっ

た参加型手法は、以前よりも耳にする機会は実際に経験する機会も増え、一般的になった

が、より大きな社会的インパクトを実現するには、多様なアクターとの協働が重要である。

本稿で紹介したようなオンラインプラットフォームの登場は、このような協働をローカル、

そしてグローバルなレベルで組織し、従来よりも実践することを容易にする可能'性を秘め

ている。もちろん、我々も変化の過渡期にあり、情報の民主化一つとっても過信は禁物で

あり、現段階では、オンラインプラットフォームによる集合知のパワーが社会や政策を変

化させる枠組みを十分に確立したとはいえない。しかしながら、有権者としての市民一人
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ひとりが、選挙での投票を通じて自らの意思を表明することも重要であるが、選挙のみに

限定されず、継続的に国や地域の課題や政策に関心を持ち、関わっていくためのツールと

して、オンラインプラットフォームの展開を今後も注視していきたい。
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TheDevelopmentofOnlinePlatformof

ParticipatoryProcesstoEncourageResolvingPublicIssues

SatoshiISHIDA

Recently,anopensource,participatoryknowledgetoolthatrespondstoresolvingpublicissues:

thedevelopmentofexperimentsinnewformofparticipatorypolicymakingandgovernancearound

theworld.Theseexperimentsarediverseandwidespread.Thispaperfocusonpotentialand

challengesonanonlineplatformofparticipatoryprocessthatcanencourageustoresolvepublic

issues.Varietyofsuchonlineplatformisbothcrowd-sourcedandstructuredtooltobeusefulto

scholars,practitioners,andcivilsocietyorganizationandtoproducegoodquality,compatible

informationasanopen-source,real-time,cumulativedatabaseaboutparticipatoryanddeliberative

governanceexpenments.
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